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【研究ノート】
1970年代の参加型予算論
横　田　　　茂
Ⅰ　はじめに
　21世紀に入り，いわゆる「討議デモクラシー」の装置の一つとして「参加型予算」に対する
研究者の関心がひろがっている。参加型予算とは，ブラジルのポルトアレグレ市で1980年代末
に導入され，いまラテンアメリカのみならず，欧米をはじめ世界各地域の自治体に広がりつつ
ある予算制度である。出岡直也はその発生的系譜につい次のように述べている。この予算制度
はブラジルで1985年におこなわれた軍政から民政への移行と1988年における新憲法制定による
地方分権化の進展を契機として誕生したものであるが，ポルトアレグレ市における突然変異的
な発明ではなく，1980年代後半以降，ラテンアメリカ諸国の左派政治勢力が自治体選挙で勝利
するようになったときに採用された同種の制度の一つであって，「それらは，自治体を地区に
分割し，コミュニティが優先したい公共事業や社会事業を議論する民衆集会を重視し，それを
代表制と組み合わせることを特徴としていた｠１）。」小池洋一は，ポルトアレグレ市に参加型予
算を生みだした社会経済的背景として急速な都市化のなかで生み出された劣悪な生活環境をも
つ貧困地区のひろがりを指摘しているが｠２），出岡によればこれは同種の制度が生まれたラテン
アメリアの他の諸都市にも共通する背景であった｠３）。
　日本の研究者がいま参加型予算に関心をもつ一つの理由は，21世紀初頭からわが国で進めら
れている分権改革において，「自治体内分権と市民参加システム」を創出することが重要な課
題となっているからであろう。私が注目するのは，ラテンアメリカの諸都市に見られる参加型
予算に類似した予算改革の実践と理論的探求が1970年代の日本においてもおこなわれていたこ
１）出岡直也「参加型予算（ブラジル，ポルト・アレグロ市）―大規模政治体における民衆集会的政治の可
能性」篠原一編『討議デモクラシーの挑戦―ミニ・パブリックスが拓く新しい政治』岩波書店，2012年，
150頁。
２）小池洋一「ブラジル・ポルトアレグレ市の参加型予算―グッド・ガバナンスと民主主義の深化」『海外事
情』第52巻第12号，拓殖大学海外事情研究所，2004年，69頁。
３）出岡，前掲書，153頁。
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とである。わが国の1960年代後半から1970年代は，高度経済成長による急速な都市化が生みだ
した公害や都市問題などの現代的貧困の解決を求める住民運動が発展し，それを社会経済的背
景として成立した政党連合に推された「革新首長」が主要な諸都市に誕生した時代であった。
この小論は，こうした「革新自治体」の誕生した時代に探求された参加型予算の理論を考察し，
21世紀の予算改革を展望する視点を探る試みである。ここではまず，以下の考察の輪郭を明ら
かにする手がかりとして，坂本忠次が1977年に発表した論考「公共サービスの決定過程」をと
りあげよう。
　坂本は，当時全国に誕生した革新自治体を中心として，わが国の自治体に住民主体の「都市
経営」を真に内実化するには，住民運動がそれまでのように公害や環境破壊に反対し抵抗する
段階から，地域の共同生活諸条件をみずから計画し創造する主体に成長しなければならないと
述べている｠４）。かれの論考は，この課題を可能にする制度的諸条件を，住民代表議会を中心と
する議会制民主主義（間接民主制）に加えて首長公選制をはじめとする直接民主主義による住
民の政治・行政参加への道を開いた，第２次大戦後の地方自治制度にもとめ，それらの制度を
活用した政策決定過程への住民参加の実践例を，財政における意思決定過程の改革に向かう傾
向に焦点を当て考察したものである。
　こうした実践例のひとつとして坂本が注目しているのは，「意思決定の分節化と『地域会議』
の方向」に向かっている改革であった。それらは，従来の行政主導型の「市民対話集会」，「市
政懇談会」，「施設見学会」から，住民が企画・運営に参画する「市民会議」や「区民会議」な
ど，自治体の政策形成過程へ住民が自主的に参加する新しい動きであって，神戸市の区民会議，
旭川市の市民委員会をはじめとして，東京都の区部（中野区など），武蔵野市，習志野市，東
大阪市などに様々な形態の試みがみいだされる。坂本が注目しているのは，そうした先進例の
なかには，単なる市民の参加する討議の場から市民による政策提案形成の場へ，さらには市民
による地域施設の共同管理の組織へと発展してゆく傾向が認められることである（坂本は，神
戸市の丸山地区で住民によるコミュニティ施設や学校公園の運営管理がおこなわれている事例
に，そうした傾向をみいだしていた）｠５）。
　とりわけこれからの改革が向かうべき方向を示唆するとして注目されているのは，習志野市
における「地域担当制と地域予算会議」の事例である。図１に見るように，習志野市における
新年度の予算過程は，事実上コミュニティでくりひろげられる「地域予算会議」での話し合い
から始まる。こうしたコミュニティの集会で出された住民の諸要求はその裏づけとなる財源を
ふくめて集会に参加する市の「地域担当制職員」とのあいだで討議・集約されたあと，市の企
画調整課において整理分類され，担当する各部局と市長による予算査定の過程に投入されるの
４）坂本忠次「公共サービスの決定過程」『都市政策』第８号，神戸都市問題研究所，1977年，18-19頁。
５）同前，25-26頁。
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である。この事例は，「地域予算会議」を自治体内のより小さな共同的な住民集団の単位にま
で分割して，自治体政策を裏づける財政に関する意思決定過程を分節化するという方向を示し
ていた。坂本は，こうした実験的試みを地区の慣行として定着させるカギを握っているのは，
この活動を主体的・継続的に組織しうる住民の力量と，住民討議の内容を予算過程に生き生き
と流通させる「情報公開システム」を構築する自治体職員みずからの取り組みである，と述べ
ている｠６）。
　以上の要約から明らかなように，坂本は自治体の政策決定過程への住民参加をめぐる1970年
代の状況のなかに「自治体を地区に区分し，コミュニティが優先したい公共事業や社会事業を
議論する民衆集会を重視し，それを代表制と組み合わせる」というラテンアメリカの諸都市に
おける参加型予算に類似する事例（日本における参加型予算の先駆的形態）をみいだしていた
といえよう。しかしかれはまた，この事例がなお実験的段階にあること，そして全国を見わた
すと住民運動が地域的に偏在しているだけではなく，住民参加も行政主導による「上からの参
加」にとどまりがちであることに注目し，これらの限界を克服するために「町内会，部落会，
学区といったコミュニティ・レベルにおいて，消費者や生産者の自主的な運動に支えられた住
民協議会の場の実質的な話し合いや討議による意思決定の場をどう組織し慣行化してゆくか」
６）同前，26-27頁。
図１　習志野市の地域予算会議のしくみ
地 域 で の 話 し 合 い
地 域 予 算 会 議
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事 業 実 施
（注）習志野市企画調整課資料より。
（出所）坂本忠次「公共サービスの決定過程」
　　　　『都市政策』第８号，1977 年，７月，27 頁。
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が，当面する課題の焦点であると述べていた｠７）。この指摘は，1970年代の参加型予算論を考察
するには，まずその前提として，当時の自治体予算をめぐる意思決定過程の実態をより広い視
野から明らかにする必要があることを示唆している。この課題に応えるために，次節以下で二
つの調査研究の成果を検討しよう。
Ⅱ　自治体の予算編成における意思決定の諸類型
１　増分主義仮説の検証
　この節でとりあげるのは，経済企画庁経済研究所・システム分析調査室の研究グループが
1978年に発表した「地方財政における意思決定の分析」である。この分析の目的は，「さまざ
まな地方公共団体における予算編成プロセスの比較により，意思決定プロセスの類型化を行い，
かつその類型化にいかなる要因がいかに影響するかを解明する」ことであるとされているが，
その主要な関心はウィルダフスキー（A. Wildavsky），クリサイン（J. Crecine）などがアメリ
カの大都市自治体の予算過程分析において実証した「増分主義仮説」のわが国への適用可能性
を検証することであった｠８）。
　この問題を解明するために，研究グループは分析の対象を「1977年度の普通会計当初予算の
編成過程」に設定し，その意思決定がどのように行われたかについて全国の自治体の予算編成
担当者860名に対するアンケート調査をおこなった。調査対象とされた自治体は，都道府県，
政令都市，特別区，市の全数と人口規模の大きい順に抽出された100の町であった。その結果，
これらの自治体の予算編成担当者（都道府県の財政・企画両部門の担当者，それ以外は財政担
当者）から84.8％というきわめて高い回答を得た。それゆえ，ここには1977年度における都道
府県と主な都市自治体の実態が捉えられているといってよい。アンケート調査の質問項目は以
下の５つの柱で構成されていた｠９）。
　（1）予算編成一般について
　　 ①中長期計画との関連の有無，②首長の影響力，③議会との関係，④住民ニーズの吸収方
式，⑤財政担当部門による予算規模の見通し，⑥上限の提示の有無など。
７）同前，29頁。
８）野口悠紀雄・新村保子・竹下正俊・金森俊樹・高橋俊之「地方財政における意思決定の分析」『経済分析』
第71号，経済企画庁経済研究所，1978年，１頁。ウィルダフスキーとクリサインの研究は，A.Wildavsky, 
The Politics of Budgetary Process, Boston, Little Brown Company, 1964（小島昭訳『予算編成の政治学』
勁草書房，1972年），J.P.Crecine, Governmental Problem Solving, A Computer Simulation of Municipal 
Budgeting, Chicago, Rand MaNally & Company, 1969.
９）同前，３-４頁。
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　（2）目的別経費における民生費について
　　 ①民生費の単独施策（自治体独自の施策，法定基準への上乗せ施策）の内容，施策の発案
者，民生費に占める割合，②今後の福祉に関する考え方など。
　（3）性質別経費における建設事業費について
　　 ①「枠」の有無，②「枠」の作り方，③首長の影響力，④査定において考慮される要因，
⑤補助金や起債との関連など。
　（4）性質別経費における人件費と物件費について
　　①給与水準や職員数を決定する要因，②人件費の決定主体，③物件費の決定方法など。
　（5）予算編成方式の変化について
　　①財政危機が予算編成に与える影響，②今後の対応策など。
　研究グループはこうして得られた各自治体の予算編成過程における意思決定の態様を表わす
データを，クリサインの「二つの分析モデル」（Ａ内部官僚モデル，Ｂ外部環境モデル）を基
準としてＡ型（内部官僚モデルに近い），Ｂ型（外部環境モデルに近い）の２類型に分類し，
それらと自治体の規模（人口規模と財政規模を指標とする）の大小とのあいだに明確な相関性
が認められることを明らかにした。そして，「増分主義仮説」がわが国の大規模自治体の予算
編成過程（Ａ型）にも成立するという結論を導き，次のように定式化している。
　「大規模組織では専門化，細分化が進み，各施策に対してそれを担当する内部官僚組織が実
質的決定権を持ち，首長や議会の影響力は形式的なものとなる。内部官僚組織の中では財政担
当部門が統一的，機械的なコントロールを発揮し，財政主導型の増分主義的・枠配分的予算編
成が行われる。これに対し，小規模組織では首長が強い影響力を発揮する。また，議会，国（市
町村にあっては都道府県も含む）の影響力も強くなる。そして予算査定においては，機械的で
一般的なルールに頼るよりも個別審査が行われる傾向が強くなる｠10）。」
２　意思決定過程における諸主体の影響力
　図２と図３は，前項の定式を，わが国の自治体における予算編成過程の時間的流れのなかで
示している。この図に示されているのは，第１に，意思決定の二つの類型が，主として予算案
の決定までの過程に参与するさまざまな主体の影響力の強さとその内容（量と質）の違いから
生じていることである。内部官僚組織（財政担当部門，企画部門，各施策担当部門）に対する
首長，議会，国（市・町については都道府県をふくむ。以下では国等とする）の影響力は，外
部的圧力として作用する。首長の影響力は，大規模自治体では予算編成の最終段階に位置する
復活折衝において相対的に強く作用するのに対して，小規模自治体では初期の段階（中長期計
10）同前，67-68頁。
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画，予算規模の見通し，予算編成方針の作成）からより強く作用する。また大規模自治体では
予算案決定の直前に挿入される事前調整の過程を通して議会の影響力が作用する。小規模自治
体において事前調整の過程が重要な位置を占めていないのは，内部官僚組織と議会との接触が
日常的に保たれているからである｠11）。
　第２は，当初予算が議会で採択されたあとの執行過程において，国等の影響力が自治体の規
11）同前，８-11頁。
（注）　　　は影響力が相対的に強いことを示し　　　はやや強いことを示す。図３も同様。
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図２　大規模団体の予算編成の流れ
（出所） 野口悠紀雄・新村保子・竹下正俊・金森俊樹・髙橋俊之「地方財政における
意思決定の分析」『経済分析』第71号，経済企画庁経済研究所，1978年，15頁。
591970年代の参加型予算論（横田）
模を問わず強く作用していることだ。当該年度の予算をめぐる意思決定が議決後の執行過程に
おいても修正の決定（補正）をくりかえし，会計年度を通して変化してゆくことは欧米の自治
体にもみられる傾向であるが，これらの諸国と比べて日本では国と自治体のあいだに垂直的財
政調整制度がいちじるしく発達していることに加えて，「国の機関委任事務」という独特の制
度が存在し，自治体の予算編成と執行の過程に強い作用を及ぼしていた。しかし経済企画庁経
済研究所の研究では，こうしたわが国特有の政府間行財政関係の影響については関心が払われ
ていない。
図３　小規模団体の予算編成の流れ
（注）主たる補正要因は図２とほぼ同様。
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（出所）同前，16頁。
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　第３に，予算の意思決定と中長期計画（総合計画や実施計画）との関係は「財政の計画化」
を表わす重要な指標なので，アンケートの回答を集計した表１を見ると，78％の自治体におい
て中長期計画との関連のもとで予算編成がおこなわれている。だがそのうちわけは中長期計画
を「ガイドライン」として運用している割合が53％，「政策的経費を実施計画にもとづいて決
定する」割合が26％であって，全体としてはその拘束力は強くない。とはいえ，ほとんどの都
道府県では「ガイドライン」として機能しているのに対して，人口規模が３万人～30万人まで
の市・町において財政の計画的運営の枠組みとしてよりよく機能している様子がみられる。
表１　中長期計画と予算編成との関連
（単位：％）
中長期計画はない。 中長期計画によりおおよそのガイ
ドラインが示され計数的なものは
予算編成時に決定される。
中長期計画に基づき各年度ごとの
実施計画が計数的に示され政策的
経費はほぼそれに基づいて決定さ
れる。
計 15.5 52.7 25.5
都道府県 14.3 71.4 7.1
市 15.9 50.5 27.2
町 14.8 54.3 27.2
?
?
?
?
?
?
?
30万人以上 17.6 58.8 14.7
10～30万人 8.3 51.9 30.6
５～10万人 18.2 49.2 27.1
３～５万人 17.5 48.9 29.1
３万人未満 14.6 56.1 23.2
（出所）同前，13頁。
　第４に，住民のニーズが予算編成過程に参入する主たるルートは施策担当部門であって，大
規模自治体においては議員や住民運動団体がその媒体としてはたらき，小規模自治体では議員
と業界団体を経由するほか，首長が直接ニーズをくみ取るルートも開かれている。しかし議会
が住民ニーズの入口として機能していると回答した割合は全体の6.7％と低調である｠12）。とは
いえ，図４によれば自治体の規模が小さくなるにつれて議会の役割が高まっている。おそらく
このことは，この調査研究の対象外にある規模のより小さい町村においては，議会が住民ニー
ズの入口としてよりよく働いていることを示唆していると思われる。
12）同前，11頁。
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３　財政危機への対応と福祉施策
　ところで，経済企画庁経済研究所のグループが研究対象とした1977年度は，1973年秋に発生
した第１次石油危機を契機として自治体財政がきわめて困難な局面に立たされていたときであ
る。日本経済は1974年から戦後最大の不況に落ち込み，財政は税収の急減によって深刻な赤字
に直面していたのである。すなわち，1975年度の自治体財政は年度途中に巨額の税収不足の発
生が明らかになり，地方税の減収に対する１兆632億円の地方債増発が講じられた。さらに国
税の減収による地方交付税の減額と地方公務員の給与改定等インフレの高進に伴う増加財政需
要に対応するため，交付税特別会計において資金運用部から１兆2000億円の応急的借り入れが
おこなわれた｠13）。そして続く1976年度に見込まれた２兆6200億円の財源不足に対しても同様の
応急的措置が講じられている。こうした状況のもとで1975年７月に第16次地方制度調査が発表
した「地方財政の硬直化を是正するためにとるべき方策を中心とした地方行財政のあり方に関
する答申」は，財政硬直化の主原因を，人件費，地方独自の社会福祉関係費，公債費にもとめ，
これらの経費を対象として行財政運営の合理化を図ることを提言している。さらに答申は，自
治体の歳出に思い切ったメスを入れるために「行政の責任分野の限界」を明確にすることをも
とめて次のように述べていた。
　「今後の安定成長下においては，限られた財源を福祉の充実のために重点的に配分し，また，
社会的公正の見地から受益と負担の関係を明確にしなければならない。このため，行政が責任
を持つべき分野についての基準及びその場合における租税による負担と受益者による負担とを
区分するために基準を明らかにする必要がある｠14）。」
13）遠藤安彦・志村哲也「『昭和50年度における地方交付税及び地方債の特例に関する法律』について」『地
方財政』第15巻第１号，1976年１月，地方財務協会，133-147頁。1975年度決算の結果，単年度収支（当年
度の実質収支から前年度のそれを差し引いた額）が赤字に転落した自治体は，都道府県のすべて，大都市
の89％，特別区の83％，都市の60％，町村の41％に達した（自治省編『地方財政の状況』1978年，５頁）。
14）第16次地方制度調査会「地方財政の硬直化を是正するためにとるべき方策を中心とした地方行財政のあ
り方に関する答申」1975年。
（出所）同前，10 頁。
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図４　住民ニーズの窓口を議会とする比率
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　自治省は1977年度の予算編成に際してこの答申の指針にとくに配慮することを自治体に求め
ていたのである｠15）。経済企画庁経済研究所の研究は，答申にもとづく自治省の指示が与えた影
響を明らかにしていないが，自治体財政をめぐる条件が急速に厳しくなるなかでおこなわれた
1977年度の予算編成過程について興味深い分析をおこなっている｠16）。
　まず表２は，石油危機以降の財政悪化のレベルを1975年度の実質収支比率によってとらえ，
それぞれのレベルに属する自治体で1977年度の予算編成方針がどのように変化したかを示して
いる｠17）。ここに明らかなように，大部分の自治体の予算編成方針に変化が生じているが，とり
わけ実質収支比率が低く財政が危機的状況にある自治体ほど変化が著しい。表３にはこの変化
の内容が示されているが，内部官僚組織（財政担当部門，企画部門）の影響力が強まり，ほと
んどのすべてのレベルに属する自治体において「既定経費の見直しが本格的におこなわれる」
ようになっている。これは財政環境が急速に悪化するなかで予算編成をめぐる意思決定方式の
根幹が変化し始めたことを表わしているといえよう｠18）。しかし意思決定を補助する中長期財政
15）浅野大三郎・島崎実・吉原孝司「昭和52年度地方行財政重点施策について」『地方財政』第15巻第10号，
1976年10月，18-29頁。
16）研究グループは分析の意図について次のように述べている。「ウィルダフスキー，クリサイン等の『内部
官僚モデル』あるいは『増分主義仮説』は，マーチ，サイモンの組織モデルを予算編成プロセスに適用し
たものである。マーチ，サイモンによれば，組織の定常的な行動はルーチン化された実行プログラム（予
算編成の場合には増分主義モデル）によって支配されており，『満足化』（satisﬁcing）の基準が満たされて
いる限り（特に都合の悪い結果がもたらされない限り）これらが繰り返される（予算編成についていえば『満
足化』を示す一つの指標が実質収支比率であると考えてよかろう）。しかし，環境の変化等によって『満足
化』がみたされなくなると，新しいプログラムを求める『探索過程』が開始される。予算編成についてい
えば，実質収支の悪化は，従来のルーチン的な意思決定プロセスを変更させるシグナルとして機能するで
あろう。そしてそれは，当面は経費の配分パラメータを従来のものから変更しようとする努力として現れ
るであろう。」（野口・新村・竹下・金森・高橋，前掲，26-27頁）。マーチ，サイモンの組織モデルは次の
文献による。J. G. March and H. A. Simon, Organizations, John Wiley & Sons Inc., 1958（土屋守章訳『オ
ーガニゼーションズ』ダイヤモンド社，1977年）。 
17）実質収支比率は，自治体の実質収支を標準財政規模で除した数値である。同前，４頁。
18）同前，28-29頁。
表２　昭和40年代と現在の予算編成方式の変化
（単位：％）
大いにある 若干ある まったくない
??????
10 ％ 以 上 37.3 53.3 8.0
５ ～ 10 ％ 36.4 59.1 3.8
2.5 ～ ５ ％ 37.6 53.4 7.5
０ ～ 2.5 ％ 47.0 47.5 5.0
－５ ～ ０ ％ 46.9 44.9 6.1
－５ ％ 以 下 60.3 37.9 1.7
（出所）同前，29頁。
631970年代の参加型予算論（横田）
計画や費用便益分析などの手法を導入する動きはまだ低調である。
　表４は，1976年の就業人口における第１次産業従事者の割合と人口増加率（1971年から５年
間の年平均）によって自治体の「都市化度」のレベルを測定し，それぞれのレベルに属する自
治体において，1970年代半ばまでにどのような経費が優先的に充足されていたかを示している。
これは1960年代以降の地域社会の急速な変貌過程において自治体の予算政策の選好に影響を与
えた「住民ニーズ」の類型を示しているといえよう。そして図５は，こうした住民ニーズを自
治体予算の意思決定過程へ媒介した主体を示している。ここで明らかなことは，都市化度が高
い地域社会の自治体（都市型）ほど「住民運動団体」が大きな役割を果たし，「教育」のニー
ズが重視されたのに対して，都市化度の低い「農村型」の自治体では「各種業界団体」を媒介
表３　昭和40年代と現在との変化の内容
（単位：％）
予算編成にあた
って首長の影響
力が大きくなっ
た 
予算編成にあた
って事務当局の
意見が重視され
るようになった
既定経費の見直
しが本格的に行
われるようにな
ってきた 
中長期計画がよ
り重視されるよ
うになった 
中長期財政計画，
費用便益分析な
ど新しい方式が
導入されるよう
になった 
??????
10 ％ 以 上 13.2 29.4 83.8 38.2 2.9
５ ～ 10 ％ 11.1 31.7 76.2 48.4 7.1
2.5 ～ ５ ％ 8.3 33.1 84.3 42.1 5.8
０ ～ 2.5 ％ 12.3 32.2 83.6 40.4 6.4
－５ ～ ０ ％ 8.9 51.1 88.9 22.2 11.1
－５ ％ 以 下 7.0 43.8 91.2 26.3 8.8
（出所）同前，29頁。
表４　従来優先的に増やしてきた経費
（単位：％）
老人福祉 社会福祉 児童福祉 生活保護 生活環境 産業基盤 住宅関連 教　　育
１?????
20％以上 10.7 2.8 5.1 0.0 28.2 18.1 0.0 20.9
10～20％ 9.0 9.0 5.5 0.7 29.7 6.2 1.4 28.3
５～10％ 9.5 11.4 1.0 0.0 23.8 4.8 1.0 39.0
３～５％ 11.6 4.7 4.7 2.3 16.3 4.7 2.3 39.5
１～３％ 8.3 3.3 1.7 0.0 11.7 0.0 0.0 66.7
１％未満 11.8 0.0 0.0 0.0 29.4 0.0 5.9 52.9
?????
５％以上 3.9 0.0 3.9 0.0 13.2 1.3 0.0 68.4
３～５％ 10.1 8.7 2.9 0.0 8.7 1.4 0.0 60.9
２～３％ 11.4 8.6 2.9 0.0 17.1 5.7 0.0 41.4
１～２％ 12.1 6.5 4.0 0.0 25.0 4.0 0.0 35.5
０～１％ 10.1 7.8 2.2 0.0 31.8 9.5 1.1 27.4
減　　少 10.9 0.9 4.5 1.8 28.2 22.7 2.7 18.2
（出所）同前，31頁。
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として「産業基盤」の充実を求める住民ニーズがもっとも重視されてきたことである。
　1977年度の予算編成過程で本格化した「既定経費の見直し」は，こうした予算政策の選好に
大きな影響を及ぼすことになったのであるが，その政策選択をめぐる一つの焦点は1970年代に
入って自治体で独自に採用された福祉施策であった。そこで表５により，当時の自治体で独自
の福祉施策がどのようにおこなわれていたかを見よう。この表は，回答を寄せた全自治体を，
①制度，②人口規模，③都市化度，④首長の政治的属性という四つの視点から分類し，それぞれ
における独自施策の採用状況を示しているが，それらの91％で独自施策がおこなわれており，
とりわけ都道府県，政令都市，特別区では首長の政治的立場を問わず，すべてにおいて独自施
策がおこなわれていた。独自の施策をおこなっていない市と町のほとんどは，人口規模でみる
と10万人未満，第1次産業就業人口が10％以上，首長が保守系であった。そして回答を寄せた
全自治体の「財政危機における福祉施策に対する姿勢」は以下のようにほぼ３分されていた｠19）。
　（1）他の経費を節減して福祉充実を推進しようとする自治体：31.2％。
　（2）なんとか福祉水準を下げないように増収策を講じようとする自治体：37.0％。
　（3）個別施策の見直し等により福祉支出の増加を抑制しようとする自治体：31.1％。
　この回答には財政環境の急速な悪化に対応して自治体の内部官僚組織の影響力が強まるなか
で，福祉施策をめぐる三つの政策方向が拮抗し，様々な選択肢が争われていた1977年度予算の
意思決定過程の姿が映し出されているといえよう。
19）このアンケート項目については面接による補充調査がおこなわれたが，回答と自治体の属性との間に明
確な関係が検出されなかったとされている。すなわち，すべての自治体に共通する傾向であった。同前，
38-41頁。
1％未満 1～3％ 3～5％ 5～10％ 10～20％ 20％以上
「各種業界団体」
「住民運動団体」
１次就業比率
（出所）同前，31 頁。
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図５　住民ニーズの働きかけ主体
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Ⅲ　福山市の工業化・都市化と予算過程
　前節でとりあげた経済企画庁経済研究所の調査研究は，「増分主義仮説」の適用可能性を多
角的に検証することを通して，わが国の都道府県と都市自治体の予算編成をめぐる意思決定が
スタグフレーションと財政危機のなかで変化し始めた様相を明らかにしている。この節では，
社会学の研究グループが1970年代後半に広島県福山市を対象としておこなった調査研究の成果
をとりあげよう。別稿で述べたように，この調査研究は「財政の社会過程分析」という方法に
よるものであった。それは都市自治体における「行財政の社会学的分析」と「地域社会の構造
分析」とを「公共政策（財政）の意思決定過程分析」を媒介として統合し，現代都市の全体的
構造を明らかにする研究方法である｠20）。
表５　独自の福祉政策を行っているか
　　　　　　　　　　（単位：％）
行っている 行っていない
総　　　　　計 633団体　90.7 64団体　9.2
都　道　府　県 100.0 0.0
政　令　都　市 100.0 0.0
特　　別　　区 100.0 0.0
市 90.0 9.1
町 82.7 17.3
????30 万 人 以 上 100.0 0.0
10 ～ 30 万人 99.1 0.9
５ ～ 10 万人 92.3 7.2
３ ～ ５ 万 人 82.5 17.5
３ 万 人 未 満 86.6 13.4
１?????20 ％ 以 上 83.6 16.4
10 ～ 20 ％ 92.4 7.6
５ ～ 10 ％ 94.3 4.8
３ ～ ５ ％ 95.3 4.7
１ ～ ３ ％ 95.0 5.0
１ ％ 未 満 100.0 0.0
??????
自　　　　民 87.5 10.4
保守系無所属 89.0 11.0
純 無 所 属 90.7 9.3
革新系無所属 97.8 2.2
社　　　　会 100.0 0.0
（出所）同前，33頁。
20）蓮見音彦を中心とする社会学の研究グループは，福山市を対象として２次にわたる調査研究をおこない，
その成果を２冊の著書として発表している。  
（1）蓮見音彦編『地方自治体と市民生活』東京大学出版会，1983年。  
（2）似田貝香門・蓮見音彦編『都市政策と市民生活：福山市を対象に』東京大学出版会，1993年。  
　1976年に開始された第１次調査の成果が著書（1）である。第２次調査は1989年に開始されその成果とし
て著書（2）が刊行された。似田貝香門はこれらの調査研究がおこなわれた当時の状況について以下のよ↗
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　社会学の研究グループは，こうした研究方法により福山市の変容過程を分析し，「財政悪化
と都市問題の噴出にあらわれる地域管理の危機に対応した１つの社会編成の形態｠21）」として「行
政主導による住民参加」を組み入れた予算編成機構が形成される過程を明らかにしている。
１　福山市の変貌
　農村を後背地として繊維，食品，農機具，楽器など小規模な地場産業と国鉄山陽線の駅周辺
で近隣商業が営まれていた，人口14万人程度の地方都市であった福山市が現在の姿に変貌する
起点となったのは，同市が広島県および深安町とともに日本鋼管（現JFEスチール）と工場誘
致協定を取り交わした1961年である。1963年には福山市をふくむ備後地域が工業整備特別地域
に指定され，国の地域開発政策の受け皿の一つとなった。日本鋼管が操業を開始したのは1966
年である。巨大な装置を備えた工場群は瀬戸内海に面した埋立地に集中し，県外から集められ
た工場労働者の住宅団地群は市街地の東部に建設された。こうした重化学工業化を推進力とし
て人口は２倍以上に増加し1975年には32万人を超えた｠22）。
　工場誘致による重化学工業化政策とならんで福山市の地域形成に大きな影響を与えたのは，
隣接自治体を積極的に合併・編入する広域化政策である。第２次大戦後の市域の拡大は，まず
1956年に町村合併促進法にもとづき周辺10カ町村を合併・編入したことから始まった。同年に
福山市議会で企業誘致条例が制定されているので，工業化政策もこの年から開始されたといえ
るが，その本格的展開は先に述べたように1960年代のことである。そして広域化政策もこれと
歩調を合わせるように展開し，1966年に松永市，1974年に芦田町，1975年に加茂町，駅家町が
合併・編入された結果，市域面積は1975年までに131％も拡大した｠23）。
　以上のように，重化学工業化政策による人口の急膨張と広域化政策による地理的空間の拡大
のなかで，市民の産業別構成と地域構造は短期間のうちに大きく変化したのである。市内の東
部には国内のさまざまな地域から多様な利害をもち帰属意識が希薄な新住民が流入し，他方，
西部や北部には合併前の地域になお残存する農村集落への帰属意識の強い住民が編入された。
市内世帯総数に占める非農林業世帯の割合は，1965年にはすでに73.2％であったが，1975年に
↘うに述べている。第１次調査は，地域開発政策の一環としての臨海工業開発による新鋭鉄鋼企業が始動し
重化学工業化と都市化が同時に進行していたときに開始されたが，調査が終了する1980頃には日本経済は
低成長期に入り，福山市の財政は「危機的状況」を迎えていた。第２次調査が対象としたのは福山市が「産
業再構築（リストラクチュアリング）」と「財政再建」という二つの課題の直面した1980年代の状況であっ
た（似田貝香門・蓮見音彦編『都市政策と市民生活：福山市を対象に』東京大学出版会，1993年，ⅱ-ⅲ頁）。
「財政の社会過程分析」はこうした２次にわたる調査研究の過程で生み出された方法である（同前，１-９頁，
拙稿「財政の社会過程分析と財政学─都市財政研究における学際的交流と継受─」『関西大学商学論集』第
60巻第１号，関西大学商学会，2015年，６月，113-127頁）。
21）蓮見音彦編『地方自治体と市民生活』東京大学出版会，1983年，459頁。
22）同前，25-35頁。
23）同前，175-181頁。
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は87.1％に上昇し，農林業世帯と兼業世帯の構成比は22.8％から7.3％に低下している｠24）。
　急速に都市化する空間を収容する「容器」を創り出したのは土地区画整理事業である｠25）。
1945年８月８日の空襲によって市内総戸数の79％が壊滅した福山市の土地区画整理事業は戦災
復興事業として始まっていたが，1960年代以降，（1）日本鋼管関連の基盤整備の一環としての
区画整理，（2）地元中小企業団地化に向けての区画整理，（3）住宅造成など都市インフラ整備
のための区画整理，（4）市民生活環境整備のための区画整理，という四つの目的をもった事業
が展開された。吉原直樹は「それは大筋のところで（重化学）工業化の論理と限界によって規
定されていた」と述べている。生活関連施設の整備が軽視されたのである｠26）。人口の急膨張に
対応する宅地整備と住宅建設は，民間資金による持家政策と民間住宅開発に依拠しておこなわ
れたが，公的な住宅整備計画にもとづく規制・誘導がおこなわれなかったので，統一感の失わ
れた住宅地が形成されることとなった。他方，合併によって編入された地域は市街地と結ぶ道
路の整備が遅れたために孤立し，交通，医療など市民としての公共サービスを享受することか
らとり残された｠27）。そして，これらの異質な住民の参入によって膨張した市民がそれぞれの地
域の生活環境の整備を求め，福山市の財政をめぐってきびしく競合することとなる。
２　住民統合政策としてのコミュニティ政策
　西山八重子によれば，重化学工業化政策と広域化政策から生まれた問題の一つは，増加する
異質な住民をいかに福山市民として統合するかということであり，他の一つは，競合する都市
基盤整備の要求をどのような順序で整備してゆくべきか，ということであった。そしてこの課
題に応えるために，保育所，小学校，公民館を「均一的な公共施設」として全市に優先的に整
備する政策が採用された。重化学工業化政策によって流入した若い新住民の育児と基礎教育に
関するニーズを充足するとともに，小学校区における公民館を拠点とする社会教育によって住
民を統合しようとしたのである。保育所は「職場に近く」「全員入所」を目標として整備され，
公民館は1973年から1978年までの間に54学区に57の施設がつくられた｠28）。以下に見るように，
それらは研究グループが「他自治体が瞠目するほどの経験の蓄積と系統性を有している」と注
目し，多角的に調査した「上からの学区コミュニティの形成」という施策の基盤となる施設で
あった｠29）。
　福山市における行政主導によるコミュニティ形成運動の起点は，1962年に始まった明るい町
24）同前，288頁。
25）同前，163-175頁。
26）似田貝・蓮見編，前掲書，343頁。
27）蓮見編，前掲書，156-160頁。似田貝・蓮見編，前掲書，330頁。
28）同前，324-327頁。
29）同前，344-350頁。
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づくり運動であるが，フォーマルな形式を整えたのは1973年，立石市長が「明るい町づくり福
山市民運動推進協議会」（以下，市民運動推進協議会とする）の会長に就任してからである。
市民運動推進協議会は，福山市から補助金の交付を受けて市民運動の活動を調整し関連する市
の行政部局との連携を図る組織であった（図６参照）。そしてこれに対応して行政の側では市
民運動推進協議会との連絡・調整を担当する市長公室が設置された｠30）。
??????
????????????????????
?????
???
?????
????? ?
???
?????
市長会長
（注）福山市「明るい町づくり」パンフレット，
　　 福山市市長公室広聴広報課，1978 年より。
（出所）蓮見音彦編『地方自治体と市民生活』
　　　 東京大学出版会，1983 年，275 頁。
図６　福山市民運動推進協議会の組織機構図
　市民運動推進協議会は立石市政期のコミュニティ政策の支柱の一つであったが，その組織的
存立基盤＝実践単位は，小学校区単位に設置された「学区委員会」である。そして学区委員会
の活動母体は各小学校区レベルの地域住民組織であった。すなわち図７に見るように，学区委
員会にはさまざまな住民組織が横並びで参加し，水平的に連携するかたちをとっているが，学
区町内会連合会役員が学区委員会役員を兼務することによって，その骨格は学区内町内会連合
会―単位町内会を基軸として垂直的に構成されている。こうして学区委員会の諸事業の遂行が
30）蓮見編，前掲書，271-274頁，451-452頁。
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末端の単位町内会（町内の住民組織）に転化されるのである。そしてこうした学区を拠点とす
るコミュニティを支える施設が公民館であった。公民館には学区委員会の事務局が置かれ，公
民館の主事や非常勤職員が学区委員会の事務処理を担当し，学区委員長が公民館の館長を兼務
することも少なくなかった。さらに学区委員会の構成団体が公民館の運営委員会に参加してい
た｠31）。1970年代後半になると福山市においても環境保全，まちづくり，スポーツ活動など，市
民生活の充実を求める多くの市民活動団体が組織化されたが，これらの「自主活動団体」もま
た市民運動推進協議会に包摂される（図６参照）。
３　市政懇談会と予算編成機構
　立石市政期のコミュニティ政策のもう一つの支柱は1977年に発足した「市政懇談会」であっ
た。これは市長をはじめとする福山市の幹部が年２回（７月と11月），各小学校区単位の町内
会連合会代表と定期的に懇談する組織である。懇談会に先立ち各学区別の要望が市役所の広報・
広聴課に集約され，懇談会のあと，これらの要望に対する行政処理の結果が文書で各学区単位
町内会連合会へ回答されるという仕組みであった｠32）。
　さて，図８は1970年代後半の福山市における予算過程を表わしているが，ここには前節で見
た二つの図式に欠落していた地域住民のニーズが自治体の予算編成をめぐる意思決定過程に参
入するルートが示されている。それは町内会連合協議会（町連協）を媒介し，市長（市長公室，
広報・広聴課）を経由するルートである。その公的な結節点に位置するのは，上に見たように
各学区単位で開催される市政懇談会であった。似田貝香門によれば，市政懇談会で取りまとめ
31）同前，454-459頁。似田貝・蓮見編，前掲書，133-148頁，350-365頁。
32）蓮見編，前掲書，274頁，
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（注）明るい町づくり福山市民運動推進協議会，
　　 1971 年度総会資料より。
（出所）同前，272 頁の図 7.5 から作成。
???
図７　学区委員会の構成
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られ合意された学区のニーズは，市長により臨時政策経費の一部として予算編成における「重
点項目」に組み入れられるが，それらは企画部門が所管する「基本構想」の拘束を受ける。市
民運動推進協議会に対する補助金は他の補助金と同じように臨時政策経費として取り扱われ，
財政課の査定の対象となっていた。こうして，予算編成過程全般における市長の影響力は形式
的なものにとどまり，その実質的影響力は財政課を中核とする内部官僚組織により行使されて
いた｠33）。
　以上のように，学区委員会と公民館を基盤として構築された市民運動推進協議会と市政懇談
会は地域住民のニーズを市の予算編成機構に連接する回路としてはたらいた。しかし似田貝に
33）同前，223-237頁。
（注）字句を一部訂正した。
（出所）同前，231頁。
（スケジュール）
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①経常経費の査定
②政策的経費の査定
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影響力が相対的に強い
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3月
11月
住 民
行政関連
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図８　福山市の予算編成の流れ（当初予算まで）
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よれば，この回路が予算編成の意思決定過程におよぼす影響力は内部官僚組織に吸収されて小
さくなる｠34）。そして矢澤澄子は，この連接の基本的性格を「広範囲の住民を巻き込む形で整え
られた行政主導の住民包摂装置」（住民包摂型参加装置）と規定し，地域民主主義の実質化に
向けて住民の自治的参加を促す機能は乏しいと評価していた｠35）。
Ⅳ　共同社会的条件と参加型予算
１　都市政策のための財政改革構想
　さて，宮本憲一の『財政改革─生活権と自治権の財政学─』が刊行されたのは1977年である。
宮本はこの書の最終章で，当時の都市自治体が直面していた財政危機を抜本的に解決し「都市
政策の物質的基礎」を確立するための財政改革構想を展開しているが，参加型予算論はこの構
想の一環として提起された。
　財政改革構想は以下の５項目により体系的に構成されていた。（1）公私両部門の再編成，（2）
事務再配分，（3）財源再配分，（4）金融制度の改革，（5）行政民主化と予算制度の改革。
　この構想には，（1）と（2）において都市政策の主体としての自治体の責任分野を規定し，（3）
と（4）で自治体がこの責任を果たすための財政と金融の改革を構想し，（5）で自治体の自己
改革の課題を明らかにする，という内容がもりこまれている。参加型予算論にかかわる論点は
これら５項目のすべてにふくまれているが，特に深くかかわるのは（1）（2）（5）の項目である。
その内容を要約しよう。
　（1）公私両部門の再編成｠36）
　　　① 都市政策のかなめは住宅政策である。住宅を中心にして，その物理的環境，社会的環
境や交通体系を組むことが都市施設計画の基本的手法である。まず居住水準のナショ
ナル・ミニマムを決定し，災害や公害の危険予想図を策定し，民間住宅の規制からは
じめ，将来は，都市住宅建設の50％以上が公共機関の手でおこなわれるような財政制
度を確立する。
　　　② 現状においては公私両部門による供給が混在している共同消費手段（下水道，清掃，
ガス，電力，医療，学校，保育所，鉄道，バスなど）は，できるだけ公的機関によっ
て最低基準が規制されるか，建設管理されることが望ましい。
　（2）事務再配分｠37）
34）同前，235頁。
35）同前，271頁，274-276頁。
36）宮本憲一『財政改革─生活権と自治権の財政学─』岩波書店，1977年，286-288頁。
37）同前，289-295頁。
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　　　　①共同社会の最低行政水準（コミュニティ・ミニマム）の策定
　　　　 日本の都市の多くは戦後の市町村合併の結果，住民の日常生活とくらべて広域すぎる
ので，行政の最低単位を子供と老人の日常生活圏に置き，小学校区または中学校区に
住民が徒歩や自転車で利用できる必要な公共施設・サービス（小公園，遊園地，公民
館，小図書館，学童保育所，保育所，診療施設など）を確立する。
　　　　 　各共同社会の行政水準を調整するのは市当局であるが，この段階の公共施設の建設
管理には住民の参加が可能であり，小議会をおいてコミュニティの行政全体について
協議する方法も考えられる。
　　　　②都市の最低行政水準（シヴィル・ミニマム）の策定
　　　　 都市自治体の役割は，上記のコミュニティ・ミニマムと合わせて，市の区域で充足す
べき独自のニーズの最低水準（たとえば，都市公園，市民会館，上下水道，清掃施設，
保健所，病院，都市交通施設，流通施設，消防施設など）の総和を維持発展させるこ
とである。
　　　　③都道府県および大都市の必要最低行政水準（ローカル・ミニマム）の策定
　　　　 日本社会の都市化の進展に伴う都市圏の拡大や都市・農村の不均等発展に対応するた
めに都道府県の役割が大きくなっている。戦後改革によって住民参加が可能な広域自
治体となった都道府県にもとめられる最低行政水準は，市町村の行政水準を調整・補
完するとともに，広域にわたる住民生活の基礎条件の確保とローカルな生産基盤を整
備することである。たとえば，公害対策，産業対策，住宅団地，高等学校，研究施設，
広域上水道，広域清掃施設（とくに産業廃棄物処理），森林公園など自然環境の保護
育成，スポーツ・文化施設，広域交通施設（道路，港湾，広域高速鉄道など），河川
林野などの国土保全，地方的産業基盤の整備，治安施設などの創設・管理である。こ
れらの行政の大部分は大都市自治体にも配分すべきであろう。
　　（5）行政の民主化と予算制度の改革｠38）
　　　　 ①自治体の役割を効率的に果すために，官僚化し硬直化している行政機構を改革し合
理化する。この改革は自治体職員の自発的参加によることが望ましいが，それが不可
能な場合には住民と議会による改革を検討しなければならない。また公共事業につい
ては，事前の社会経済的評価，環境アセスメントをおこない，公聴会や住民投票など
住民参加の制度化を図る。
　　　　 ②自治体が長期・中期の計画をもち，予算を長期的視点で運用し，その作成と執行過
程に住民参加の回路をひらくためには，小学校区・中学校区段階での個別の事業の進
行状態を示す地図をそなえた事業別・地域別予算書を導入し，住民がみずからの居住
38）同前，309頁。
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環境や地域の状況と財政の関係，国と自治体の関係などを理解できるようにしなけれ
ばならない。この予算書は，事業別に具体的な達成予定とその対象地域を示し，さら
に事業主体，事業コスト（その内訳，他自治体との比較をふくむ），財源構成（国，
都道府県，市町村の負担区分と一般財源，目的税，国庫支出金など国からの交付金，
起債額などの区分），事業にあたる職員の配置などを明示している。
２　コミュニティの住民に公開された予算制度
　以上のように宮本の参加型予算論は，狭域から広域へ広がる住民の共同生活空間の基盤（コ
ミュニティ・ミニマム，シヴィル・ミニマム，ローカル・ミニマム）を維持・管理する重層的
な責任主体を構成し，それらの基層をなす日常生活圏（小学校区または中学校区）の共同生活
条件の建設と運営へ住民の直接的な参加を促すという構想であった。それは社会資本論を理論
的基礎として，都市住民の共同生活に必要不可欠な社会的共同消費手段と一般的労働手段を維
持・管理する基礎的自治体と府県を構成し，その土台に住民の参加によって運営される日常生
活圏の自治組織を配置するという構想である。これは都市政策の物質的基礎を確立するための
総合的な財政改革の検討課題の一環として参加型予算の輪郭を示したものであり，その具体化
のためには，第Ⅱ節と第Ⅲ節で見たような当時の自治体予算をめぐる意思決定過程の実際に照
らして検討すべき課題が残されていた。しかしその意図と方向性は明確である。
　第１は，戦後改革において実現を阻まれたシャウプ勧告と神戸委員会（地方財政制度調査委
員会）の事務再配分構想の再生を図り，日本社会の新しい条件に適合するように具体化するこ
とである。そしてこの構想を実現する手始めとして，大都市圏の自治体はもとより，全国の自
治体の参加によって「国の機関委任事務」の廃止とそれに関連する国庫支出金の超過負担の解
消運動に取り組むことが提唱されている｠39）。
　第２は，自治体の内部官僚組織（財務官僚制）を改革し，コミュニティの予算をめぐる意思
決定と執行過程へ日常生活圏の住民が参加する回路をひらくことである。そして住民協議の場
としての小議会，財政情報を公開する事業別・地域別予算書，公共事業に関する事前の社会経
済的評価，環境アセスメント，公聴会，住民投票などの制度が，参加の回路をひらく装置（コ
ミュニティの住民に公開された予算制度）とされていた。
　みられるように1970年代の参加型予算論は，第２次大戦後の改革をくぐりぬけて戦前から継
承された，国と自治体を結ぶ財務官僚制（財務行政権力の集権制）に抜本的改革のメスを入れ
る構想の一環として提起されたのである。「コミュニティの住民に公開された予算制度」は，
新しく都市に生まれ始めた「学区単位の行政体と住民との交流の場｠40）」を媒介する地域民主主
39）同前，310-321頁。
40）同前，290頁。
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義の装置として考案された制度であった。そして日常生活圏における新たな自治組織は，コミ
ュニティの共同生活条件を維持するための最小単位であるだけではなく，住民が相互の協議に
もとづいて上位の自治体の予算をめぐる意思決定過程に参与し，財務官僚制に改革の推進力を
投入する回路となることが展望されていた。しかし宮本はこの構想を提示する前提として，大
正デモクラシー期の両税移譲運動が掲げた都市財政改革の構想がどのような経緯をたどり，ど
のような内容で戦後の地方財政制度に結実したかを考察し，その「史的教訓」を明らかにして
いる｠41）。それは，日本社会の経済政治構造のバックボーンとして機能してきた財務官僚制の抜
本的改革は経済構造や政体の変革を引き起こすような重大な衝撃を生み出す「容易ならざる」
課題であること｠42），それゆえその実現には，住民が財政にかんする自発的な調査・学習と相互
の協議を積み重ねて「要求の主体から管理の主体へ」昇華してゆく過程と時間を必要とするこ
とを示すためであったと思われる｠43）。
Ⅴ　結論と展望
１　1970年代の参加型予算論
　さて，この小論で考察してきたのは，いまからちょうど40年前におこなわれた諸研究の成果
である。ここであらためて第Ⅰ節でみた坂本忠次のことばをふりかえり，これまでの考察を総
括しよう。坂本は1970年代の自治体に参加型予算の先駆的形態をみいだし，この実験的試みを
推しすすめて住民が地域の共同生活条件をみずから計画し創造する主体として成長してゆくに
は，「町内会，部落会，学区などコミュニティのレベルにおいて，生産者や消費者の自主的な
運動に支えられた住民討議による意思決定の場を組織し慣行化してゆくこと」が当面するもっ
とも重要な課題であると提言していた。前節でとりあげた宮本憲一の研究は，坂本が提起した
課題を「参加型予算の制度と過程」の構想として，その輪郭を理論的に展開したものであった
といえよう。すなわち，参加型予算は「コミュニティの住民に公開された予算制度」を媒介と
して住民が自治体予算の意思決定に参加し，学習と討議を積み重ねて「要求の主体から管理の
主体へ」成熟してゆく過程で実質化することが展望されていた。　　
　しかしこの構想が提起された1977年は，第Ⅱ節でみたように，財政危機の深まりのなかで国
と自治体の内部官僚組織（財務官僚制）影響力が強まり，予算をめぐる意思決定方式の根幹と
政策選択の優先順位が変化し始めたときでもあった｠44）。そして住民運動と政党連合はこうした
41）同前，221-248頁。
42）同前，221-222頁。
43）同前，324-326頁。
44）宮崎雅人は，経済企画庁経済研究所のグループが1977年におこなったアンケート調査とほぼ同じ質問項
目によって，2012年に44都道府県（岩手，宮城，福島の３県を除く）の財政課長に対する調査をおこな↗
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状況に対応することができず，革新自治体は1970年代の末から衰退していった。1977年に福山
市に設けられた学区単位の市政懇談会も，市長の交代と同時にわずか2年にして廃止された｠45）。
こうして「コミュニティの住民に公開された予算制度」へ向かう改革運動は，その先駆的実験
の段階で幕を閉じたといえよう。
２　参加型予算論の課題
　それから40年のときが流れ，いま分権改革の進展のなかでふたたび参加型予算への関心が高
まっているのであるが，そこにはどのような状況が生まれているだろうか。
　まず，兼村高文は参加型予算の国際比較研究をおこなった近著において，日本にはポルトア
レグレ・タイプの参加型予算のように，市民が予算の編成から審議までの過程に直接参加し，
その決定にかかわる制度はまだ存在しないと述べている｠46）。この小論のはじめに述べたように，
ポルトアレグレ・タイプは「自治体を地区に分割し，コミュニティが優先したい公共事業や社
会事業を討論する民衆集会を重視し，それを代表制と組み合わせる」のである。兼村は，これ
とは異なった基準により21世紀に入ってわが国の15の自治体に導入された市民参加・協働の事
例をあげている(表６参照)。これらのなかには，参加型予算とするには首をかしげるものもふ
くまれているが，それはともかくとして第１に注目されるのは，これらの事例の対象となる事
業の規模がきわめて小さいことだ。もっとも大きい名張市の「夢づくり地域予算制度」ですら
この市の標準財政規模の0.05％にすぎない。第２に，いずれの事例においても住民は自治体の
予算編成過程に参加（関与）することができず，議会（間接民主制）の採択により目的が定め
↘い，1977年の先行研究と比較した2012年の都道府県の予算編成過程の特徴について以下の４点を挙げてい
る。（1）先行研究において大規模組織の特徴として指摘されていた増分主義的傾向は弱まっている。（2）
財政部門による予算編成の機械的コントロールとして，増分主義的傾向が弱まっているが，枠配分的傾向
は強まっている。（3）先行研究の所見とは異なって，組織規模の大きい都道府県においても首長の影響力
が大きくなっている。（4）財政制約のもとで，歳入増ではなく歳出の見直しによって財源を捻出し，民生
費に対応している（宮崎雅人「都道府県における予算編成過程に関する分析」『自治総研』第443号，地方
自治総合研究所，2015年９月，52-78頁）。  
　小論の第Ⅱ節で見たように，上記の四つの特徴のうち（3）を除く三つは，すでに先行研究が1977年調査
において，「自治体の規模以外の要因」が予算編成の意思決定パタンに与える影響を分析し，検出していた
ものである。その要因は「短期的財政環境の変化」であった。「地域経済の好・不況に大きく影響される財
政環境の変化」が生じると，自治体の定常的な意思決定パタン（増分主義）を続けることが困難となり，
新たな環境に適応する意思決定の模索が始まる。先行研究は，こうした組織メカニズムを実証するために
自治体の財政環境の変化を「経常収支比率の変化」によって捉え，この指標によって1973年に発生した石
油危機による財政環境の急変が自治体の予算編成をめぐる意思決定パタンをいかに変化させているかを解
明しようとした。これは「増分主義仮説」の適用可能性の限度を明らかにしようとした研究であったとい
えよう（野口・新村・竹下・金森・高橋，前掲，22-32頁，なお注16を参照）。
45）似田貝・蓮見編，前掲書，323頁，349頁。
46）兼村高文編・著『市民参加の新展開─世界に広がる市民参加型予算の取組み─』イマジン出版，2016年，
99頁，107頁。
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られた事業費の執行過程で使途の細目の配分にかかわるだけである｠47）。こうして，現状ではこ
れらの自治体の住民が予算の意思決定過程に対して与える影響力はきわめて限られたものであ
るといってよい。
　兼村の研究ではとりあげられていないが，21世紀に入って住民参加と協働の新しい仕組みと
して注目されているのは「地域自治区」である。これは「平成の大合併」により区域を広げた
新しい自治体の内部に条例で設置されることになった恒久的な組織であるが，2004年に改正さ
れた地方自治法の規定では非合併自治体にも設置することができる｠48）。地域自治区には法定の
「地域協議会」が置かれる。その構成員は住民の多様な意見が反映するように地域内住民から
首長によって任命され，公募住民や団体代表，議員が参加することも妨げられていない。そし
てこの協議会は，地域のまちづくり計画，道路，施設，防災，リサイクル，学童保育など住民
の共同生活条件にかかわる重要事項について審議答申し，意見を具申する権限を与えられてい
る。このように地域自治区は可能性を秘めた「地域自治組織」であるが，現状では15の合併自
治体に存在するにとどまっている。これは全国の市町村総数1,718の１％に満たない数である
（2016年10月現在）。そしてこれらの自治体のうちで学区などのコミュニティに地域自治区を設
47）同前，107頁。
48）地方自治法202条４-９。
表６　日本における市民参加・協働事業の事例
自治体名 制度の名称 開始年度 根拠規定 財政規模に対する割合
札幌市 市民まちづくり活動促進基金 2008 条例 0.00％
恵庭市 市民活動促進制度 2008 規則 0.00％
奥州市 04％支援事業 2008 条例 0.01％
八千代市 市民活動団体支援金交付制度 2009 要綱 0.00％
市川市 市民が選ぶ市民活動支援制度 2005 条例 0.00％
藤沢市 地域経営会議 2009 条例 0.00％
南魚沼市 地域コミュニティ活性化事業 2009 要綱 0.01％
菊川市 １％地域づくり活動交付金制度 2010 要綱 0.01％
一宮市 市民が選ぶ市民活動支援制度 2008 条例 0.00％
名張市 夢づくり地域予算制度 2003 条例 0.05％
京丹後市 予算編成過程の開示と住民参加 2005
和泉市 あなたが選ぶ市民活動支援事業 2010 要綱 0.00％
鳥取県 予選編成過程の公開 2003
東かがわ市 地域コミュニティ活動支援制度 2006 条例 0.00％
大分市 あなたが支える市民活動応援事業 2008 要綱 0.00％
（注）財政規模に対する割合は，各自治体の標準財政規模に対する事業費額の割合を示す。
（資料）総務省と各自治体のHPなどによる。
（出所）兼村高文編著『市民参加の新展開』イマジン社，2016年，108-109頁から作成。
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置している事例はさらに少ない｠49）。
　このような現状の根底にある問題をより広い視野から指摘しているのは，住民参加制度の改
革を行政学の立場から研究している島田恵司である。島田によれば，日本における住民参加の
取り組みは1970年代に先進的自治体から始まり，1990年代以降に制度として整えられてきた
が｠50），そこには二つの根本的問題が潜んでいる。一つは，これまでの住民参加が主として行政
側の視点で捉えられてきたこと，他の一つは，地域の問題について住民間で協議する場がなく，
住民同士が議論することがほとんど定着していないことである｠51）。かれはこの問題を克服する
ための改革の方策を，図９のような概念図をもとに，①自治体，②参加の仕組み，③住民とい
う３つの側面から立体的に考察し，「住民の自主的組織と活動に支えられた住民間協議と協働
の場」を学区レベルのコミュニティに根づかせる改革が，これからの住民参加の実質化にとっ
49）地域自治区の創設をめぐる経緯および豊田市，上越市，新潟市，宮崎市，恵那市に設置された地域自治
区の初期の運営状況については，以下の文献を参照。山崎丈夫『地域コミュニティ論―地域分権への協働
の構図』３訂版，自治体研究社，2009年，西村茂・自治体問題研究所編『住民がつくる地域自治組織・コ
ミュニティ』自治体研究社，2011年。
50）島田恵司「住民参加は発展するか─制度改革の視点から─」『早稲田法学』早稲田大学法学会，第87巻第
３号，2012年３月，376-395頁。
51）島田「住民参加から住民間協議へ─都市内分権を題材として─」日本地方自治学会編『参加・分権とガ
バナンス』（地方自治叢書26）2013年，35-36頁。
図９　自治体の決定過程と住民参加
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（出所）島田恵司「参加と協働―改革への道―」『自治総研』457号，2016年11月，32頁。
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てもっとも大切であると述べている｠52）。
　このような状況は1970年代に提起された課題が達成されることなく21世紀を迎えたことを示
しているであろう。わが国の参加型予算はいまも先駆的自治体における実験的試みの段階にあ
り，住民がコミュニティのレベルにおいて「生産者や消費者の自主的運動に支えられた討議に
よる意思決定の場をどのように組織し慣行化してゆくか」という課題とむきあっているのであ
る。そしてこのことは「日本における予算改革の内発的契機のありか」を解明することが重要
な研究課題であることを示唆している。
52）島田は住民間協議を促進する方法の一つとして，地区にかかわる予算提案（優先順位付け）を毎年の任
務とする「地区・住民協議会（仮称）」を小学校区を単位に置き，まちづくりや地域福祉計画については特
別の協議会か，分科会を設置することを提案している（同前，57-58頁）。同「参加と協働─改革への道─」
『自治総研』457号，2016年11月，1-36頁。
